
Title 1990年代におけるアメリカ高校教育改革とオレゴン教育法：平等性・差異性・公共性・責任性の4原理を中
心に

Author(s) 小出, 達夫

Citation 北海道大學教育學部紀要, 77, 199-224

Issue Date 1998-12

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/29582

Type departmental bulletin paper

File Information 77_P199-224.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



199 

1990年代におけるアメリカ高校教育改革とオレゴン教育法

一一平等性・差異性・公共性・責任性の4原理を中心に一一一

小出達夫

Oregon Educationa1 Act for the 21st Century 
and the日ighSchool Reforms 

Tatsuo KOIDE 

本論は標題にある仮説としての高校改革4原理が， 1990年代のアメリカ高校教育改革とくにオ

レゴン州における School-To・Work (あるいは School幽To心areer)を中心とする教育法制にどの

ように現象しているかを検討するものである。

このテーマと関連して，筆者はすでに「高校教育改革の可能性と現実性一差異性・平等性・公

共性・責任性の改革原理を中心にJのやで，ポートランド市のルーズヴェルト高校を対象に学校

レベルで4原理がいかに現れているかを検証し 4原理の有効性を論じた(北海道大学高等教育

機能開発総合センター『生涯学習研究年報j第4号， 1998・3)。

今回はこれらの改革の背景となっているオレゴン州の教育法(オレゴン21世紀教育法入なら

びに必要な眠りで連邦の教育法とくに School-To・WorkOpportunities Act of 1994を対象として，

4原理がこれらの法制にどのように皮映しているかを検討し 4原濯がもっ具体的な内容とその

意義についてより広い撹角から明らかにする。

なお4原理の概括的な定義については上記論文で触れているので，ここではそれ以上の説明は

避ける。必要があれば本論の中で付記したい。また前記論文と異なり，平等性の原理から検討す

るのは，この原理が法律上および政策上優先原理とされているからである。

第1章平等性の原理

I 連邦のSchool-To-Work Opportunities Actと平等性の原理

本法律の制定は1994年である(周年5月にクリントン大統領著名， STWO法と略す)。それ

に比ベオレゴンにおける School-To岨Workの関連法は， Oregon Educational Act for the 21st Cerト

tury (1991)であり， STWO法に先立つこと 3年訴に制定されている。したがってオレゴン教

育法から検討すべきであるが，ここでは便宜上連邦法から検討を加える。

(1 ) アメリカの高校生と教膏機会の現状

連邦議会はアメリカの高校生の就学状況について次の点を確認する(STWO， Section 2 )。こ

こに必要簡所だけを引用する。

Section 2. Findings. Congress finds that-

(1) three岨fourthsof high school students in the United States enter the work force without bacca暢

laureate degrees， and many do not possess the acadernic and entry-Ievel occupational s泌盟snecess訂y

to succeed in the changing United States workplace ; 
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(2) a substantial number of youths in the United States， especially disadvantaged students， students 

of diverse racial， ethnic， and cultural backgrounds， and students with disabilities， do not complete 

high school ; 

(10) in 1992 approximately 3，4∞，000 individuals in the United States age 16 through 24 had not com醐
pleted high school and were not currently enrolled in school， a number representing appro対mately11 

percent of all indi吋duals加治isage group， which indicates白紙 theseyoung persons are p訂ticuIarly

unprepared for the demands of a 21st century workforce. 

ここに本連邦法の制定の背景をなす状況判断が示されている。高校卒業生の4分の 3は大学卒

業資格なしに就業し，変貌するアメリ;カ経済・産業界で成功するのに必要な能力をもっていない

こと，また高校を卒業できない生徒が相当数いること， 1992年現在で16-24歳の青年のうち340

万人(ほぼ11%)が高校に就学していないか卒業していないことが確認されている。そして， rこ
れらの若い世代が21世紀に必要な労働力需要に無準備のまま放置されているJことがまず確認さ

れる。

(2) S TWO法の制定居的と平等性

以上の状調判断から議会はこの法律の自的を次のように定める。高校改革に関連する部分だけ

を引用する。

Section 3. Purposes釦dCongr倒的nalIntent. 

ね)Purposes 百lep町posesofめisAct are-

。)t.0 help all students attain high academic and ocωpational s匂ndards;
α1) to motivate all youめs，including 10和 achie吋ngyouths， school dropouts，卸dyouths with disab泌

ties， to stay初 orreturn to school or a classroom setting and strive to succeed， by providing e.ル

riched leぽ凶nge却eriencesand assistance in obtaining good jobs and con出凶19めeired沼田出nin

postse∞ndぽyedu開討onalinstitutions; (下線は筆者，以下問じ)
自的に関する記述は14項目の多岐にわたるが，ここで注目するのは上記にある“ωhelpall 

st凶ents"，“ωmotivate all youths "という簡所である。単に「すべての生徒Jを教育の対象に

すえる，というのではない。「高度のアカデミックな教育と職業教育Jの再方ともに fすべての

生徒jに保証しようとしている。またドロップアウトや学習困難な生徒を含め「すべての若者J

を高校に就学させ，豊かな学習体験を与え， rよい職業や高卒後教育機慢での継続教育Jを可能
とするような f動機づけ」を保証しようとしている。「すべての生徒Jが，切り捨てられること

なく，高校での学習「主体jに据えられ，しかも「アカデミックな教育Jと f職業教育jの両者

を生徒全員に保証するというのである。

(3) STWプログラムを fすべての生能Jに
School-To-Work (S TWと絡す)の意図について連邦法は次のように奮う。

Section 101. Gene潤1Progr百mRequirements. 

ASch∞1・ω-WorkUpportuI語録esprogram under出isAct shall-
{邸 p，ro耐 eall stude蜘 witheq凶 accessto the釧ぬ時eof such program compone蜘 (including

both school-向based釦dwork崎basedle拡泌ngωmponents)and related activi討es，such as recrui伽lent，

enro也nent，組dplacement activities， except出atnothing悦也isAct shall be cons位uedto provide加y
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individual with an entit1ement to services under偽isAct. 

ここにおいてもSTWプログラムが「すべての生徒jを対象にしていることがわかる。

プログラム内容については，本セクションの(1)から(4)にわたり定められている。それを要約す

ると，①校内学晋(school-based-learning )と校外学習(work-based-learning )との統合(integr苫te)， 

普通教育(academic learning )と職業教育(occupational le紅泊ng)との統合，中等教育とポス

ト中等教育との効果的な接続(eftective linkages )などを実現するプログラムであり，②主要な

キャリア専攻科鴎(careぽ majors)の履修を提供し，@産業に必要なすべての鯖福池aspects

of industry )に関する理解と経験を提供するプログラムであるo

本規定はこうした内容の一連のプログラムに「すべての生徒Jが「ひとしく」参加できるよう
にするものである。“School-to・.Work"プログラムが「すべての生徒」を対象にするというこの

原射を本論文においては「平等原理Jと呼称する。

E オレゴン21世紀教育法と f平等藤理J
Oregon Educational Act for the 21st Cen鈎ry(1991 Orego狙RevisedStatutes， Chapter 329 ，“21 

世紀教育法"と絡す)は1991年に制定され，その後1995年および1997年に修正され今白にいたっ

ている。ここでは最新の97年修正法に依拠して説明する。

(1) r学校システムの特質jと平等性
21世紀教育法には「平等原理Jに関する条文が多くある。そこから重要な条文だけを紹介する。

ここではまず条文の329.025(Chapter 329， Section 025を表し， c.329， s.025と略記する場合

もある)に規定している「学校システムの特質J(Characteristics of school system )から関連僅

所を引用する。

329.025 Characteristics of sch∞，1 system. 
The public sch∞，1 system shall have the follo悦ngcharacteristics ; 
(1) Provides equal and open access組dedu回tio問lopportw制esfor all st叫entsin位lestate re郡rd-

less of their linguistic background. culture， race， gender， capability or geographic 10回tion;

α) Assumes白書ta11 stude蹴儲nlean1釦destablish high spec樋cskill釦dknowledge 叫>ectations
and陀cognizes加.dividualdifferences at all ins出 ctionallevels; 

公立学校の特質としてまずあげられるのが「平等原理Jである。
(1)は fすべての生徒」に教育機会への f平等で関かれた参加の権利(アクセス)Jを認める。

しかも“re伊rdlessof capability "である。「能力上Jも差別されないとするこの規定を理解する

のに閤難な点もあるが，控目してよい(後述)。

(2)は， rすべての生徒」が f学ぶ能力をもっjことを当然視し，これを本法の強力な仮説・前
提としており，学校システムは彼らが「高度で特殊なスキルや知識jをもつことを期待し，かっ

同持にすべての生徒の f個人的な霊異jを承認する。 (1)と(2)は「平等原理jを意味すると問時に

「差異原理jを問時に内包している。

本セクションの第3項以下では，公立学校が供給すべき教育・学習内容および「学校システム

の特質jの内容が指議される。そのいくつかを例示すると，学校は， r読み，書き，問題解決，
コミュニケーションの各スキルjを提供し， r学び，考え，論証し(reas∞) ，情報検索し，技
術を使い，個人およびグループで効率的に仕事をする」機会を提供し， r数学，自然科学，歴史，
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地理，経済，公民，英語に関する厳醤にアカデミックな内容水準Jを提供し， r立緩共和制，参
加民主主義，多文化関家ならびに世界の中で，十分に活動できるだけのパックグラウンドjを提

供し， r健康，体育，第2外国語，芸術などの教脊Jを提供し， r家族や市民のメンバーとしてだ
けでなく，仕事の世界においても成功する知識やスキルjを提供する。このような教育が「すべ

ての生徒Jに保証される，というのである。

(2) 21世紀教育法制定の趣旨と「平等原理J
条文の329.035には，本法の制定にあたり州議会が見いだした「結論，目的jが「宣言jされ

ている。そのうちの「平等原理jに関する部分を紹介する。

329.035 Findings; objectives. The Legislative Assembly declares that: 

(1) The State of 0問 gonbelieves that a11 students回nlearnand should be held to rigor，山sacademic 

content standards and e却ectedto succeed. 

α) Access to a quality education must be provided for all of Oregon' s youth regardless of !inguistic 

backgroud， culture， race， gender， capability or geogr.却hlc10開討on.

(4) The specific 0尚ectivesof this chapter and ORS329.905 to 329.975 are: 

(b) In additionωa diploma，ωestablish the Certificates of lnitial Mastery and Advanc吋 Masteryas 

evidence of new hlgh academic standards of perf町mancef，or all students. 

日本の法律では見なれないスタイルであるが，ここに州議会の意志が明確に宣言されている。

まず fオレゴン州は，すべての生徒は学ぶことができる，と鱈じるjという鰐潔な一文がある。

しかも中途半端ではないアカデミックな水準が維持され，各人の成功が期待される。差別的取り

扱いの禁止基準の中に“capability"が入っているのも連邦法と同様である。これは従来のトラッ

キングシステムを合理化してきた，“head-minded"な能力と“hand-minded"な能力の区別と

差別を禁止した内響を含んでいると解される。

上記の(4Xb)ではっきりするが，高校では「すべての生徒jに，卒業証書以外にCIM(Ce凶直回te

of Initial Mastery )とCA M (Certificate of Advanced Mastery )の資格が f新しいJ能力証明と
して付与される。その全面的施行は2002年からであるが，すでにかなりの高校が導入している。

CIMとCAMの導入は， r進学Jと「就職Jに大別してきた従来のトラッキング・システムを
麗止し(能力裂の区別の廃止)，将来のキャリア・コースの違いによる「琵異の原理jの導入を

意味する(後述)。そして生徒各倒人にとって「進学Jと「就職Jの捕方に有効なカリキュラム
が創出されつつある。これは従来とはことなるまったく新しい平等原理である。

(3) 平等と差異の原理

「平等原理jは「すべての生徒に等しい扱いをするJということを含む場合もあるが，それと

イコーJレではない。とくに高校にあっては生徒各人の自己規定の特殊化が進む。そこには差異の

原理が入らざるを得ない。むしろ「すべての生徒jを対象とする平等原理を徹底すればするほど

差異の原理の導入は必至である。これは障害をもった生徒についてもいえる。あらゆる手段を利

用しても通常の高校の活動についていけない生徒はいる。ここに“AIternativelearning options " 

が必要になる。この措置をしないと「すべての生徒のために(“forall students " ) Jという原理は
その実質を失う。平等原理はこうした事実・事態をも想定し，それに対芯する条文を用意しない

とならない。
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329.025 C泊racteristicsof school system. 

。)Pro叫desspec凶 educat拘置1，compensatory education， Iinguis批必yandcultぽ胡yappropriate edu印刷
tion沼1d0偽.erspeciaIized programsωaII students who need those services ; 

ここには，特殊教育その他例示しであるサーヴィスを必要とする「すべての生徒J，こ，特殊な
プログラムを提供するのが，公立学校の「特質Jであるとされている。この基本原則を具体化す

る関連条文は， 329.485や329.860に見られる。学区内において可能なオルターナテイヴな措置を

とったにもかかわらず学習できない場合は，他の学区において適切な学校を見いだすとか

(329.485)，通常の高校でC1 M基準をクリアできない生徒には， Leaming Centerなどのモデ

ル校を州教育局が設量し，オルターナテイヴな学習選択(leぽ対ngoptions )の機会を保証する

ことなどが規定されている (329.860)。

したがって， rすべての生徒jという平等原理は文字どおり高校にあっても「すべての生徒J
が対象になる，ということを意味する。

藍 連邦およびオレゴン州のSTW法の執行過程と「平等原理J
(1) アメリカ教育省・労働省は， 1996年9月にSTWO法の執行経過に関する報告蓄を連邦議

会に提出した。

ここでは「すべての生徒jを対象とする平等原理が，この報告書の中でいかなる位置づけを得

ているかを検証したい。

まず報告書の冒頭において，教脊省長官RichぽdW.副leyと労働省長官RobertB. Reichは連

名で， r本報告書は，その遠大なゴーjレを達成するために我々がこの法律をいかに執行してきた
かを示している。その中には，普遍的で高い質のスクール・トウ・ワークの変換システムを創出

し，継続教育やハイスキル・ハイウェイジのキャリアをすべての生徒に準備する機会を増やして

きたことなどが含まれているjと述べている(傍点筆者)。ここからもわかるように“foraII 

students"の原理は本法の執行にあたって第1の優先原理とされている。

ついで報告書はその要約“ExecutiveSur取n訂y の中で 8項目にわたる“K町 School-T，か

Work System Elements"について触れている。その最初の要素として登場するのがこの平等原

理である。そこには次のように書かれている:

School幽to-Workopportur語tiesare intended fOr aII studen的;

ここからも STWシステムの政策が，一部の生徒ではなく金生徒を対象にした政策であり，従

来の職業教育政策の単なる延長でもなく，また職業教脊政策でもないことがわかる。 これ以外

の7要素は以下の知くである ;STWの内容は学校カリキュラム全体をとおして実施される， S 

TWは生徒に「産業のすべての局面J“aIIaspects of an indus伎y にふれる調査機会を与える，
STWシステムの形成には経営者や労働組合が重要な役割をもっ，学習はいくつかの主要なキャ

リア領域で行われ，中等教育とポスト中等教育との接続や“w叫心based1回 rning を重視する，

などである。

ついで rSTWO法の背景Jの中に次の文章がある。 r1994年のSTWO法は，すべての生徒

がハイレベルのアカデミックスキルと技術スキルの両方(“academicand technical skills " )を達

成でき，未来の教育とキャリアを準備できる地域システムを創り出すためのナショナルプレイム

を提供する。この法律をささえる基礎的前提は，すべての生徒(every student )が一大学進学

者を含めーキャリアについて学ぶことから利益を得るということであり，なすことにより学び，
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抽象的な内容を現実生活の状況に応用することをとおしてキャリアを追求するより良い準備がで

きる，ということである。J(傍点筆者)
これ以上の引用は避けるが，向じ趣旨の指摘は陣所に見られる。本報告警において「すべての

生徒」を対象とする平等原理がいかに重視されているかがわかるというものである。

(2) オレゴン捌教青島と f平等原理j
オレゴン州教育局(Oregon Department of Education )は年3回の広報紙“Step唖"を出して

いる。そのVol.1， Issue 5 (May 1995 )が“School-to-Workを特集している。その第1ページ

に“School-to-Work:What's It All About? ..を見出しとする記事があり 5項闘にわたり STW

の“KeyConcep生s が記されている。それを紹介する。

1. Sch∞4・to附Worksystems are f，or all students、
2. School-ω嗣Workis for all ages. 

3. Sch∞ふω-Worksysも.emsare focused on academic and oc氾upationalskills. 

4. School-to・Worksystems have出reeessen出Icomponents -work-based le釘泌ng，school-

based learning and connecting aetivities. 

5. P釘tωner将sh悩ip戸唱a紅reαi悩“伺Itωοt也h泡 success 0ぱ，fscho∞01ι-tω0ひか粛咽酬明
ここにおいても平等原寝がそのトツププ"Iにこあげられている。向時にこの広報紙においては，

“School-to-Work for ALL Students"が標語になっており，平等原理がSTW政策においていか

に重視されているかが理解できる。

第2.差異性の原酒と連邦・オレゴン教育法
第1童震で部分的に触れたように， rすべての生徒Jを，切り捨てることなく学習主体として高
校教育に実質的に位置づける，という「平等原理Jは，生徒各人の人格発達の「差異性J( diversity， 
differences )を前提とし，内に含んでいる。この f差異性jの原壊がいかに法制度上定着してい

るかを，ここでは検証する。

I 謹邦教育法と麓異性療理

差異性の原理は， STWO法のセクション 3および4に表現されている。少々長くなるが関連

部分を引用する。

SECTION 3. Purposes and Congressional Intent 

(a) PurposeS-:官1epuposes of治isAct are-

(12) to e判的sestudents to a broad array of四reeropportw剖.es剖dfacilitate the selection of竺空空

majors based on individual inte詑sts，伊als，s釘'en尉lSand ab制 es;

SECTION 4.恥 finitions.

(5) Carrer向。r-theterm “career 略 or..me剖sa coherent sequ問団 of∞urces or field of study 
めatprepぽ'esa student for a first job and白書ト

(A) integrates a伺demicand 0αupational leぽ凶ng，int怠gratesschool-based and work-based le鉱泌ng，

esta凶shes注ホagesbetwee泊secon白ryschoo1 and postsecondary edu四tio咽1in岨tutions;

(B) prepむ'esthe student for employment in a bro誠 ocαlpationalcluster or泊dust可 secter;
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(C) typicaIly includes at Ieast 2 years of secondary education and at Ieast 1 or 2 years of postsecon-

d釘yeducation

(F) may lead to further education and training， such as entry into a registered apprenticeship prog-

ram， or may lead to admission ω在仏 or4暢yearcollege or沼詰versity.

以上の引用から， r差異jの舟容・基準が何かわかる。
セクション 3は，連邦法の目的を定めたものであるが，その目的の 1っとして「一連の広い職

業機会そ提供しJr生徒の個人的な関心，目標，力，能力に基づき，キャリアに関する専攻領域
( careぽ major)の選択を促進するJと定めている。このうちの“career問。r が差異原理の

内容をなす。“叩eermajor を定義したのがセクション 4である。それは「生徒にとって最初

に就職する仕事を準備する学習領域であり，ひとつのまとまりのある一連のコースをいうJ。

セクション 4の(A)以降は，この“careermajor コースの内容・特徴そ説明している。要約す

ると，この各コースは， rアカデミックな学習と職業学習J，r校内学習(school-based-Iearning ) 
と校外実習学習(work州basedおar閣19)Jそ統合したものであり，中等学校とポスト中等学校と

の閣の接続連携を確立し， r広い職業クラスターないし産業セクターにおける雇用jを準備する
ものであり，そのコースは少なくとも 2年間の中等教育と 1・2年間のポスト中等教育を含むも

ので，成人アプレンテイスシップや 2ないし 4年制のカレッジ・大学への進学などの継続教育訓

練へと接続するものである。

ここにいう“schooI刷based必arning は以下のような特定の内容をもっ学習である(Section 

102 )。それは，戦業に関する自覚の形成，職業探求，職業カウンセリングなどの実施(第 7学

年以前から実施)，“careermajor についての最初の選択(第11学年以前から実施)，すべての

生徒のために州がつくったアカデミックな内容基準を満たす学習フログラム，ポスト中等教育に

入るのに必要な基準を満たす学習プログラム，アカデミックな学習と職業学漕とを統合した教育

プログラム，“allaspects of industry "にわたる教授を含む教育プログラム，などで構成される。

また“wod←based-Iearning"は以下の内容をもっ(Section 103 )。最抵隈必要な学習としては，

仕事の体験(work experience )，計画されたジョブ・トレイニング，社事場でのメンタリング(従

業員による個人的な指導・助雷)，仕事場で必要な一般的な能力(competencies ;積極的態度，

参加・共同スキル)，“allaspects of industry "に関する広い教育，などであるが，これ以外に，

job shadowing， on-the-job仕組閣g，school-sponsored enterpriseなども含まれる。

以上から分かるように，差異の基準は将来の“CareerMajor "であって，従来のようなトラッ

キング・システムではないことに注意する必要がある。

E “オレゴン21世紀教育法"と盤異原理

(1) 6つの広場キャリア・カテゴリー

オレゴン21世紀教育法のセクション 075は，州教青島の責任と職務を規定している。その中に

次の条文がある。

(g) Working with Educational and Workforce Policy Adviser and the 0飯田 ofCommur武yCollege 

Services ωdevelop no fewer偽ansix broad儲reerindorcement areas of 

ここにいう“nofewer than six broad回reerindorcement areas "が，先の連邦法の“career

majors"に対応する。みられるように州法では6コース以上を予定しているが，その具体的内

容については，上記2つの州機関と協議して教脊局が基準をつくる。倒別の高校でみると，すで
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に多くの高校がこのコースを設置している。それは6コースであったり 7コースであったりする。

コースの名称も一定しないし，“careerindorcement areas "の名前も， pathwayであったり，

constellationであったりして多様である。

また21世紀教育法セクション 855は，次のように定めている。

329.855 Development of comprehensive education and training programs for indorcements and de-

grees; c紅田rrelated studies. 

(4) No few彼自ansix broad categories shall be identified， with additional categories added in futぽe

years. 

(5) In addition ωacademic∞ntents， the curriculum developed for indor印 ments，associa旬 degrees
加 dbacc右laureatedegrees shall ensure that every students has the option of a high qualityωreer re帽

lated coぽseof study白紙 providesthe students wi出 experiencesin叩dunderstanding of future 

career choices. Career re1ated studies shall inc1ude a struetured 蛇 riesof閃a1or simulated activities 

that in combination with rigorous academic studies shall simultaneously prepare stude成sf位向ture

ed配 ation，lifelong le仮説ng釘ldemployment. 

ここでは差異の内容は 6以上の“broadcareer cat時ories となっている。将来追加のカテ

ゴリーをも予想している。こうしたキャリア・カテゴリーに関する学習は，総合的な教育・習"練

プログラム(comprehensive education and tr政由19program )の中に位置づいており，高卒時の

資格証明(indorcement )や高卒後の高等教育機関の学位(associate degree， bacca1aureate degree ) 

と連動している。すべての学生は高い質のキャリア関連学習コースを選択する。この学習コース

は，将来のキャリア選択に必要な理解や経験を生徒に与え，アカデミックな学習と結合したリア

ルな実習活動を含んでいる。

これらの実習活動を例示すると， (a) job shadowing; (b) workplace mentoring; (c) workpla四

simulations; (d) school羽田denterprises; (e) structured work experiences; (f) cooperati同 work

and study programs; (g) on幽th吋obtraining; (h) apprenticeship programs; (i) other schooトto“work

opportunitiesなどとなる [329.855，(5)]。

(2) CAMについて

(1)でみてきた 6つのキャリア・カテゴリーのコースは，高校3・4学年度のCA M ( Certificate 

of Advanced Mastery )の資格を取るコースとして具体化する。後述するがこのCAMは高校1・

2学年度のC1 Mの資格取得コースと対ななしている o

本法セクション 035には，本法の意関する個別目的が列記されている。その第4項は高校に関

連するものであるが，そこには次の定めがある。

(4) (b) In addition to a diploma， to establish the Certificates of Initia1 Mastery and Advanced Mastery 

as evidence of new academic standards of performance for all students ; 

(e) To establish partnership唖amongb崎 iness，1abor and the educatio畑1community in the develop-

ment of sぬn出rdsfor academic professional technica1 indorsements and provide wω必陀la総dt回ming

experiences necessary to achi肝 ethose standards. 

つまり高校教育は，卒業証書の授与だけでなく， CIM(Ce武巡回teof lnitia1 Mastery )と C

AMのふたつの資格を授与する。調者とも全生徒を対象とする。そこではどジネスや労働界と教

育界とのパートナーシップのもとで，“academicprofessional t舵耐世間1indorcement "の罷発と，
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“work-related Iearning experiences "が提供される。“professionaI"であること自体の中にすで

に差異の原理が含まれている。

(注)“work-relatedleぽ曲19 は生徒全員が参加するフログラムで，そこでは産業に関連した

学習体験が与えられ，生徒に継続教育，未来の雇用，生瀧学習などの準備を提供するものであ

る [Section329.007， (13)] 0 

CAMそれ自体の説明は， Section 475にある。それによるとCAMは， 1"生徒をしてポスト中

等教育におけるアカデミックな学業追求と専門技術キャリアの準備をするプログラムJで，各学

校区ごとに作成し，すべての生徒が履修できるものとする。フログラムはwork-relatedlearning 

experiencesと学習を結合し，厳密なアカデミック基準を満たす総合的教脊内容を含むものであ

る。プログラムは fできるだけ最高のアカデミック基準を満たし，質の高い一連のwork-related

learningの経験を提供しなければならないJ。ここで強調されているのは， CAMが専門分野の

追求という差異・分化の側面と同時に，アカデミックな基準をも満たすというある意味で差異の

統合・一般化の側面をもっている，という点である。差異原理の中に統合頭理が含まれているこ

とに注意する必要がある。

(3) CAMの具体化

オレゴン教育局の専門技術教育課 (0錦町 ofProfessional Technical Education )の文書

“Cert温位teof Advanced Mastery" (1998・4)によると， CAMは， 2004-5学年度において

オレゴンのすべての高校で実施される。他方高校1・2年を対象とするCIMは2002-3学年度

に全部実施される。また大学入試制度の改革プランのPA S S (Proficiency鳥BasedAdrrussions 

Standards System for the Oregon University System )はCAM同様2004-5学年度に全面実施と

なる。その結果2004-5学生存度においてはC1M， CAMおよびPASSがI誼線上に並び，高

校教育と大学入試・大学教育とが内容的に，またカリキュラム上も有機的に接続した21世紀の新

制度が完成する。

CAMの6つのキャリア・コース(Endorsement areas of study )の基準についてはオレゴン

教育庁が定めるとなっているが，この文書によると，オレゴン教育局が定めた基準は次の 6つで

ある。

Arts and Communications 

Business and Management 

Health Services 

Human Resources 

Industrial and Engineering Systems 

Natural Resource Systems 

(4) 差異と統合 (CI MとCAMの関連)

C 1Mについてはセクション465にその説明がある。それによると， C IMは， 1"読み，書き，

問題を解決し，論証し，コミュニケートするスキjレj，r学び，考え，情報を検索し，技術を使う
能力j，r個人およびグループで活動できるj能力，などを生徒に保証するもので， r算数，科学，
歴史，地理，経済，公民，英語，第2外国語，芸術など，厳密なアカデミック内容基準にもとづ

いて評価されj(content assesment )，また wor批sample，portfolio， presentationなどの perform-
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ance-based assesmer誌によって評冊される。とくに第 10学年で実施される州、!の統一テストをク

リアすることが要求される。 C1 Mの資格取得は正式には1998-1999の学年度から始まる予定で

ある。

第3輩 オレゴン211控紀教育法と公共性原理

公共性の活動空簡を規定する個別・普遍・媒介の 3極について連邦法とオレゴン教育法はどの

ように規定しているだろうか。それがここでのテーマである。

1 r鵠軍IJJの様
この極は，高校という公共施設に通いその中で自己実現を図っていく生捷自身である。その生

徒が法的に如何なる存在として，どの範践の生徒がこの公共空間に登場するのか，などといった

事項について法がと、のように規定しているか，という問題であるo

とはいえこのテーマについてはすでに第 I章で論じ済みである。「すべての生徒jが実質的に

この綴に登場する。かつては 2割ないし 3割のアカデミックコースに所属する生徒だけが高校教

育での“主体"であったが，いまでは「すべての生徒Jが実質的な主体としてこの極に登場する

ことが予定されている。 C1 M. CAMはその具体的な保証である。 C1 Mをパスできない生徒

に対しては従来より手厚い保証をうけるオルタナテイヴな教育施設が整備・準備されつつある。

生徒 fすべてJが実質的な主体としてこの極に登場するということは80年代のこの極の在り方に
比べ大きな差異をなしている。

n r普通jの極
この極の内容を最もよく表現しているのが高校教育に関する毘的規定である。法に焼定された

教育自的(goals， purposes， objectives )は公立高校の教育を規定する一般的な規範，拘束的で強

制的な規範を意味する。個別の極において「すべての生徒Jを対象にした結果，公教育の目的自
体にある変化を必要とし，そうした世論を背景として，最終的に立法府が確認した教育自的がこ

こに現れている。その意味で法に規定された教育目的は「普遍Jの極に位置づくし，個刑の自己

実現の規範的な内容を立法府自体が確認し表現したものといえる。以下では「普通jの極の内容

を教育目的規程をとおしてみていくことにする。

(1)連邦法の規定

連邦のSTWO法は， rすべての州がSTWのシステムを州全体にわたって創出できるように
するためのフレームワークを連邦レベルでつくるjことを目的とした法律である(Section 3，目

的および連邦議会の意図)。またこの法律は94年の“ゴール2000:アメリカ教育法"と“連邦ス

キル標準法"(The Goals 2000: Educate America Act， the National Skill Standards Act of 1994 )と

対をなし，これらの 3法が統合されて以下に掲げられているような目的が実現されることを予定

している。

STWO法が定めている立法自的は大きくいって二つに分かれる。ひとつは教育目的そのもの

に関するものである。他のひとつは，その教脊目的を達するのに必要な条件に関するものである。

以下ではこのうちの教育目的そのものに関する規定をほぼすべてにわたり紹介する(セクション

3に記されているもの)。
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Section 3. Purposes and Congressional Intent 

ωPurposes. -The pぽposesofぬisAct are-

209 

(1) to establish a national framework within which alI States can create statewide School却 -Work

Opportunities system that-

(C) offer opportunities for alI students to participate in a performance-based education and training 

programめatw滋『

(u) prepare the students for first jobs in high‘skill， high-wageωreers; and 

(首i)inclease their opportunities for further education， including education in a 4・yearcollege or uni幽

versity; 

(2) to facilitate the creation of a UI詰versal，high-quality school-to綱worktransition system that enables 

youth in the United States to identify and navigate paths to productive and progressively more re-

warding roles in the workplace ; 

(7) to help alI students attain high academic and occupational standards ; 

(8) to build on凱 dadvance a range of promising schoolぺO珊wo泳 acti，元信es，such as tech欄prepeduca-

tion，伺reeracademies， school-to-apprenticeship program， cooperative education， youth appren-

ticeship， school-sponsord enterprises， business欄educationcompacts， and promising strategies that 

assist school dropouts，自atcan be developed into programs funded underめisAct; 

(9) to improve the knowledge and skills of. youth by integrating academic and occupational le紅ning，

integrating school-based and work-based learning， and building effective linkages between secondary 

and postsecondary education ; 

(11) to motivate alI youths， including low-achieving youths， school dropouts， and youths with disabili-

ties， to stay in or return to school or a classroom setting and strive to succeed， by providing elト

riched learning experiences and assist加 cein obぬ泊inggood jobs and con位lUingtheir edu白山'nin 

postsecondary edu回tionalinstitutions; 

(13) to inclease opportunities for minorities， women， and individuals 明治disabilities，by enabling indi幽

viduals to prepare for careers that are not traditional for their race， gender， or disability ; 

(14) to further the National Education Goals set forth in title 1 of the Goals 2000: Educate America 

Act. 

長い引用になったが，その要点だけを整理しておく。

①STWOシステムをとおして，すべての生徒に高度なレベルのアカデミックな教育と職業に

関する専門教育を同時に保証する。

②高度のスキルと高い賃金を獲得できるキャリアそ生徒が将来最初の仕事として選択できるよ

うに準備する。

③普遍性をもった高質のスクール・トウ・ワーク・システムを創出して，青年が将来生産的で

かつ儒値ある役割を仕事の場で果たせるようなキャリアコースを見いだせるようにする。

@)普通科自と専門科目の学習を統合し，校内学習と校外の実習・体験学習を統合し，中等教育

とポスト中等教育の縄の結合・連携を効楽的にすることによって青年の知識やスキルを改善す

る。

⑤豊かな学留経験を保証し，よい職業の獲得やポスト中等学校への継続を保証することにより，

成績の低い生徒， ドロップアウトの生徒，学習閤難な生徒を含む全生徒が高校に通いあるいは高
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校に復帰できるようにする。

⑥マイノリテイや女性，障害者の学理機会をふやし，彼らが従来とは異なる新しいキャリアに

進出できるように準鏑する。

⑦“ゴール2000"教育法にある連邦教育自擦を一層推進する。

③以上のほか，上記引用の第8項にあるような STWの各種の活動類型を矯進・推進する。

ここに定めている自的の中には80年代には見られなかった新しいかっ挑戦的な目的がいくつも

ある。アカデミックな教育と職業専門教育の統合，校内学習と校外実習との結合，中等教育と高

等教育の連携の強化，ハイスキル・ハイウェイジのキャリアコースを意臨する進路指導，などを

fすべての生徒jに提供するという目的は挑戦的で簡単に実現できるものではない。こうした呂

的自体に一般的拘束性をもたせることが法の意図であるoしかるがゆえにこそこの目的規定は「普

遍jの極をなす。それは fl箆別jの磁の実現を保証する不可欠の普遍原理である。

(2) オレゴン教育法と教育冨様

オレコやン21世紀教育法は，セクション 015で教育自襟(Educational goals )を定めている。こ

の目標は二つの内2撃をもっ。一つは従来からの一般的な目標の寵唱であり(第 l項)，もう一つ

はそれを本法に邸してやや具体化した目標である(第2項)。それを以下に引用する。

329.015 Educational Goals. 

(1) The Legislative Assenbly beueves that education is a m司orcivilizing influence on the development 

of a human， responsible and informed citizenry， able to adjust to and grow in a rapidly changing 

world. Students must be encouraged to learn of their heritage and their place in the global society. 

Th告 LegislativeAssenbly concludes that these goals are not inconsistent with the goals to be泳ト

plemented under this chapter. 

α) Th宇LegislativeAssenbly beueves that the goals of kindergarten through grade 12 education are : 
(a) To demand academic exceUence through a rigorous academic program位latequips students with 

the information and skills necessary to pursue the future of their choice ; 

(b) To provide an environment that motivates students to pursue serious scholarship and to have ex-

perience in apply泌gknowledge and skills and demonstrating achievement; and 

(c) To provide students with ufelong academic skills that WiII prepare them for the ever-changing 

world. 

第1項は，教育が急速に変化する社会に生き適応できる責任観の強い良識をもった市民や人類

の発達に多大の影響力をもつことを認め，生徒をして過去からの遺産やグローパル社会における

彼らの位置を学ぶことができるように励ますことが求められている。

類の発達に多大の影響力をもつことを認め，生徒をして過去からの遺産やグローパル社会におけ

る彼らの位置を学ぶことができるように励ますことが求められている。

第2壌は，幼稚欝から第12学年までの学校教育目標を一般的に定めている。アカデミック・エ

クセレンス，まじめで本格的な学問追求，生糠学習を見通した普通教育の重視などが一方で強調

され，他方で生徒各自の将来選択に必要な情報・スキルの獲得や知識・スキルの実生活への応、用

能力・発表表現能力などが重視されていることがわかる。

このうち第2項は21世紀社会に向けての本法国有の教育呂擦が若干反映していると護ってよい

が，とはいえ全体として80年代以来の呂標の再確認といった傾向が強い。
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これに比し次に示すセクション035，第4項においては，本法に国有の教育目標が宣言されて

いる。それを以下に引用する。

329.035 Findings; objectives. The Legislative Assembly declares that: 

(4) The specific objectives ofめischapter and ORS329.905 to 329.975 are: 

(a) To achieve the highest standards of academic content and performance : 

(b) In addition to a diploma， to establish the Certificates of lnitial Mastery and Advanced Mastery as 

evidence of new high academic standards of performance for all students ; 

(c) To establish alternative le釘叫ngenvironments and se四icesfor students who experience di盤cul-

ties in achieving state or local academic standards ; 

(d) To establish early c凶dhoodprograms and academic professional technical programs as part of a 

comprehensive educational system; and 

(e) To establish partnerships among business， 1油orand the educationa1 community in the develop刷

ment of standards for academic professional technical indorsements and provide work暢relatedlearning 

experiences necessary to achieve those standards. 

その要点を列記すると，アカデミックな科目内容の最高基準の達成(a)，卒業証明のほかに全学

生を対象にしたC1MとCAMの資格の確立(b)，州および地方のアカデミック基準の達成困難な

生徒に対するオルタナテイヴな学習環境・サーピスの確立(c)，統合教育システムの一環として

academic professional technical programsの確立(d)，academic professiona1 technical indorsement に

関する基準の開発と work-relatedlearning experiencesの提供(e)，などである。

これらの教育目標の特徴について多少触れておく。原文をみるとわかるように，教育活動が

学習の「内容J(content)と「表現・行為能力J(performance)とに分けられ，かつ両者がア

カデミックなものとして位置づいていること，このうちの後者のパフォーマンス能力のアカデ

ミック基準として新たに C1 MとCAMの資格の獲得が全生徒に課せられること，統合教育

( comprehensive eduction )の構成要素に academicprofessional technical educationが入っている

こと，そのために work-relatedlear泌ngexperienceが積極的に提供されること，これらのアカデ

ミック基準をクリアできない生徒には別の方法による学習機会が提供されること，などである。

(3) 専門技術教育に関する教育関標(セクション905-975)

上述のセクション035において定めた教育目標のなかには，本法のセクション905から975にか

けての条文(Literacy，主ducationand Professiona1 Technical Job Training )の教育目標も含まれて

いるが，とくにこの専門技術教育の目標に関してはセクション 915でさらに具体的に定められ

ているので，以下に引用しておく。この目標もすべての高校を拘束する。その意味で普遍の極の

舟容をなす。

329.915 Objectives of ORS329.905 to 329.975. The Legislative Assenbly intends白atthe specific 

objectives of ORS 329.905 to 329.975 include: 

(1) Restructuring elementary and secondary schools in出isstate to teach a higher level of knowledge 

leading to more effective job skills to all students and to have students attain this knowledge earlier. 

(2) Developing comprehensive， professional technical education programs for students that lead to in剛

dustry certification初 d:

(a) Emphasize work-based le釘凶ngexperiences， including apprenticeships and youth apprenticeship 
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pro伊rams;

(c) Recognize and imprement standards approved by industry and establish new industry approved 

standards， equa1 to the hlghest intemationa1 standards for achlevement ; 

(d) Provide釦 articuJatededucation program carrying aIl students to their ma泊numpotentia1 and in-

c1uding appropriate support services for students and their far泊五es;

(f) Produce the hlgh level technica1， persona1 and leadershlp skills needed by competitive businesses 

and industries. 

初中等教育のリストラクチャリングの意図のひとつが高度のジョブ・スキルを「すべての生徒j

に与える点にあること(1)，高卒後接続教育(articuJation )が「すべての生徒jの最大限の可能

性を引き出す点に向けられていること(2， d)，専門技術教育(professiona1 technica1 education ) 

の基準が産業界や層際的にも有効なものであること(2， c)，などが注目できる。

なお専門技術教育については別のオレゴン教育法・ Chapter344 (Career and Professiona1 

Technica1 Education; Rehab泌tation;AduJt Literacy )において詳細な定めがある。ちなみに高校

教育の目標に関する部分だけを紹介しておく。

344.055 Policy on professiona1 technica1 education and employment training. 

lt s加盟bethe policy on professiona1 technica1 education and employment training inめisstate that : 

(3) A comprehensive system of education and employment tr必ningshould be developed. Secondary 

schools shouJd provide加 educationa1program whlch ba1ances the educational skills of reading， writ-

ing， spe沿ting，computation担 dreasoning ab泌ty，occupational skills inc1u品19tec加込田1knowledge， 

manipuJative and other skills required to perform job tasks and employment skills such as job seeking， 

work attitude， work adjustment and job同copingabilities. 

以上の引用は中等教育に関する箇所だけであるが，これ以外に professiona1technica1 education 

は，コミュニテイカレッジ，ポスト中等教育の専門技術諸施設，アプレンテイスシップ・プログ

ラムなどでも行われるが，中等教育においてはなかんずく，読み，審き，話す，コンピューター

処理能力，論証能力などの“educationa1skill "以外に，技術知識や操作能力を含むところの

“occupationa1 s凶1" さらに職業探索，作業態度，作業適応，問題処理の能力などの“その他

のskill"により構成されていることがわかる。

m r媒介Jの極
媒介の極は公共性の活動空間をなす。最近の著作でいうと花田達郎の「公共恩J(Sphare der 

Offentlichkeit )という用語に近いが，意味内容は異なる(r公共隠という名の社会空賠j参照)。
媒介の極は， 1題BiJと普遍の様の結合を通して側部の自己実現を図る，という課題をもっ。そのた

めに媒介の極はそれにふさわしい紐織を必要としかっ媒介機能をはたす。ここではオレゴン21世

紀教育法をとおしてこの媒介の組織と機能を明らかにする。最初に媒介の極を規定する基本的な

原理を紹介し，その後で、組織と機能について霞及する。

f媒介の極Jの基本原理
この基本原壊を法の条文から探すのには主観的な評価も入るが，とりあえず以下のような原理

をあげることが可能である。



(1 )責任と参加

関連条文をあげる。
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329.025 Charぉ北.eris批sof school system. It is白eintent of the Legislative Assenbly to maintain a 

system of public elementary and second釘yschoolsめatallows stud聞 ts，pare泊ts，a合対川istrators，

school dis段ictbo紅白凱d役leState Bo也rdof惹d配ationto be accountable for the development and 

improvement of the public school system. 

ここに言う「親，教師，学校管理者，学区委員会，州教育委員会jはまさに f媒介の極」の担

い手であるが，これら「媒介の極Jは f公立学校システムの改善と発展に責任を負うJ。ここに
は「責任」原則が「媒介の綴Jの属性であることが述べられている。そしてそのためにも，この

公立学校システムは「生徒のすべての教育にわたり親とコニュニテイの参加(involvement )を

強調するJ[329.025(1羽。つまり参加の原則である。責任を果たすために参加し，参加すること

で責任を果たす，という相補的関係に両者はある。

(2) 教育システム・学校の再生(restructurlng ) 

関連条文をあげる。

329.0③5(3) A res住ucturededu回tionalsystem is necessaryωachieve the state's goals of the best 

ed肌atedcitizens inぬ.enation組dthe world. 

州の教育自襟の達成は「個別」と「普通jの極の統一を意味するが，そのためには f教育シス

テムの再生(restructured system ) Jが必要であることが強調されている。システムの「再生

( res加lC旬ぬ19)Jは，オレゴン21世紀教育法の中では f媒介の極jの再編・改革のキーコンセ

プトをなしている。その内容は，ここにあげる f媒介Jの諸原嘆によって構成される。

(3) 州の行政規隣制定過程への代表参加

関連条文をあげる。

329.075 Statewide implementation; rules; du出sof departmen北;一

(1) The State Board of Education shall adopt悶】es，…ー.官lerules shall be prepared in co叩 ulta出n

with appropriate representatives fromめ.eeducation and business and labor∞，mmUI樹es.
(2)割leDep.ぽ国entof Education s，hall be responsible fo，r coordinating research， plaru由gand public 

discussion so蜘 tacti対話目前偲ssぽYto the implementation of this chapter can be a出eved.

教育関係立法は州民の代表機関である州議会制定のActやLawの外に，州教育委員会の定め

る規制(rules )がある。これに関係者の代表が参加することは民主主義のルール上不可欠であ

る。上記の規定はこの点を明示している。一つは州教育委員会の規則制定過程への教育・ピジネ

ス・労働界の代表参加であり，もう一つは委員会の執行組織である教育庁(Department of 

E山田.tion)に関連し，教育庁は本法の執行過程(個別と普遍の統一，媒介の過程)において公

衆(publics )の論議をひきおこすことに責任を負うという原則である。いずれも媒介過程にお

ける社会参加を不可欠な条件としている。このことを言い換えれば，媒介過穂は上からと下から

のベクトルがはたらく双方向性をもった場であることを物語っている。各種立法機能を住民がコ

ントローJレするのは公共空間にあっては当然だからである。
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(4) 拘の行政規闘を拒19ないし延期する請求権
関連規定をあげる。

329.077 Waiver or extension of timelines. 

(1) A school district may submit a request to the S匂総 Boardof E足:lucationfl'or a waiver or an exten蛸

sion of拙ytimeline or timelines for program implemetation in白ischapter or chapter的3，Oregon 

Laws 1991. 

後述するように州議会の決定に基づく教育改第プログラムは相当数にのぼる。これらプログラ

ムの執行過程において学区はその適用を拒苔ないし延期することを州教育委員会に申請する権科

をもっ。これはこの後に述べる学区ないし学校単位の分権・自治の原則に由来するものと言えよ

う。しかしこうした拒否・延期は実際にはそれほど頻繁に起きていないという。年に数件あるか

ないかのようだ(筆者らによる98年9月実施のオレゴン教育庁ヒアリングによる)。とはいえ拒

否・延期の請求権を認めること自体注目してよい。

(5) 学区の自己評価梅と参加

関連条文をあげる。

329.095 School district self酬evaluation;10回1district improvement pl加 s;血partment'stec初誌cal

assistance. 

(1) The State Board of Education sha/l require school districts and schools to conduct self-evaluations 

即dupdate their local dis位協improvementplans on a biennial basお.The self-evaluation process shall 

involve the pゆlicin the setting of local goals. 官leschool districts shall ensure出atrepresentatives 

from the demographic grou戸 of山崎irschool population are invitedぬpartici開tein the development 

of local dis凶.ctimprovement plans to achieve the goals. 

(2) As pぽtof set出Iglocal goals， school districts are encourag'βd to undertake a communications pro・

cess尚武 involvespare批s，students， teachers， school employees and community representatives to 

explain and discuss the 10むaIgoals and their relationship to programs凶lderめischapぬr.

これも学匿・学校の分権・自治の原則である。行政・管理の過程は評個の過程と不可分である。

媒介機能の中にはこの行政評価の要素が入る。この引用からわかるように，ここでは評髄は基本

的に学底・学校の自己評価であり，その過程に関係者の参加を保証している。とくにその学区・

学校における教育自擦の設定や見蓋し，学区の教育改善プログラムの制定や改革には，下からの

媒介機能の担い手である「殺，生徒，教師，学校被用者，コミュニテイ代表Jの参加によるコミュ

ニケーション・プロセスの形成が不可欠とされている。

(6) 教育関標の遺成と親・コミュニテイの参加

関連条文をあげる。

329.125 Policy on par聞除i釦d∞，mmw語tyP征討dpation.
The Legislative Assembly recognizesめatstud聞tsin public elementary and se∞凶紅yschool崎四n

best reach出elevels of pe巾，rmanceexpected under the pro，おionsof this chapt怠rwithpぽenね1and 

c:ommw語typartici抑.tior1in the ed恥ationprocess. 

本法規定の教育目標を達成し，生徒のパフォーマンス・レベルを引き上げるための最善の措置

は，教育過程への親・コミュニテイの参加であることを，州議会は確認している。教育への社会
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的な諸要素の参加は，それ自体が目的ではなく，生徒の自己実現こそがその日的であり，条件で

あることがここに確認されている。媒介機能の自的は備艇の自己実現にある。

(7) ボトムアップ式の学校再生(restructuring of schools )とアカウンタピリテイ

関連条文をあげる。

329.545 Policy for program. The Legislative Assembly finds that: 

α) Real and fundamental c加ngein the structure of sch∞，ls and education must emerge from the 
school site ratherめanbe imposed externally or UJ泌ater滋lyand shoul峰bebased on professional 

knowledge and a solid foundati∞of research ; 

(3) To encourage the r四位ucturingof sch∞ls in uregon， the state should establish a pro回ssto allow 
総achers，administrators and the抑制icto mo必fyor waive， or both， c町 tainstatutes， rules and local 

抑制.esand agreements in order t.0 promote greater flexibility in the way schools are organaized， 

managed加dfinan開d;and 

(4) In exchange伽 suchflexib必ty，teachers， administrators and the public sllould be held accountable 

ωcleぽ加dmeasurable st叩d紅色ofstud叩tsleぽningand other educational performance. 

教育システムのリストラが教育改革のキーコンセプトになっていることは既述した。ここには

このような学校と教育の構造改革は学校現場(from出βschoolsi総)から起こるべきであって，

外部から一方的に諜せられるべきでないことが，明示されている。教育改革のトップダウン方式

からボトムアップP方式への転換である。時時に注目すべきはこのような下からの改革を推進する

ために，州の法令・規制や地方の政策・協定書について教師や学校管理者，公衆はそれらを修正・

拒否・延期できる余地を残している。学校改革・管理のフレキシピリテイの保証である。とはい

えこうしたフレキシピリテイを保証するかわりに，学校関係者は学生の学習やその他の活動の基

準を明確にし澱定可能にする賞任を負う。ここでの責任(be accountable )は字句どおり応答責

任，説明責任であり，“beresponsible "という意味での責任ではない。教育における分権が学

校にまで降りており，そこでのフレキシピリテイと引き換えにアカウンタピリテイが強調される

という構囲になっていることに注自したい。

2 r蝶介の極」の機能と組織(機構)
「媒介の極jの内容と特徴は，その機能と組織(機構)の両面にわたる検討により明らかにさ

れよう。ここでは関連するオレゴン州の教育法を素材として検討を加えるが.90年代のオレゴン

州の教育改革については“オレゴン21世紀教育法"に集約的に現れているので，ここでの主たる

検討対象はこの法律に限定する。

媒介の機能と組織を検討するにあたり，対象を教育改革プログラムにしぼり，各プログラムに

現れる媒介の機能とそれに対応する組織・機構につき説萌したい。媒介の機能と組織はこれらの

各教育プログラム毎に集中的に表現されているからである。

オレゴン21世紀教育法にある主要なプログラムをあげると以下のものである。

( a ) Early Childhood lnlprovement Program 

(b) Child Development and Student-Parent Programs 

( c ) uregon 21st Century Schools Program 

(d) Schoollnlprovement加 dProfessional Development Program 
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(e) Beginning Teacher Support Program 

(f) Successfu1 Schools Program 

(g) Development of Comprehensive Education and Training Programs 

(h) School-to嚇WorkTransitions and Work Experience Program 

小論は“スクール・トウ・ワーク"に関連する高校改革をテーマとして，そこでの公共性につ

いて問題としているので，ここでは(a)，(b)， (c)， (0については省略し，その他の 4プログラムに

ついてその機能(プログラムの目的)と組織(機構)の再顕に分けて検討する。

(1)オレゴン21世紀学校ブ口グラム (Oregon21st Century Schools Program， ORS. 329. 

537・605) 

機能(プ口グラムの間的)

このプログラムは(b)のプログラムと共に，本法律では“高いフライオリテイ"( a high priority ) 

を付されている。「アメリカの社会とアメリカの学生が劇的に変化しているので，学校と学校教

育(sch∞Is and schooling )は急速に変化する世界の中でその適応性・適切性と活力(relevance 
and vitality )を維持するため大きく変わらなければならないjとするのがこのプログラムの基本

趣旨である。この趣旨から出てくるポリシーが，学校サイドからの教育システムの構造改革，現

行の法令・規則の適用を拒否・延期できる学校管理(学校のリストラクチャリングにおける)の

フレキシピリテイの保証，それに対する引き換えとしてのアカウンタピリテイの設定，などであ

る。[329.545 Policy for program J 
このポリシーから次のニつの目的(pぽposes)が出てくる。[329.555 uregon 21st Century 

Sch∞，ls Program established; pぽposes)
①「生徒の成績(achievement )を改善するために，学校機能の再編成を奨励し(encourage 

the restructuring of school operations )，教師・学校管理者・他の学校被用者・地方市民との聞の

公式的関係の再編成(restructuring of formal relationships )を奨励することJo
②「教育関係者，学s:，地方市民を励まして生徒のパフォーマンスに対する期持や達成度につ

いての測定可能なゴールを作り出すことJo
具体的には，①からは学年・学期制，カリキュラム・卒業要件，教師・学校管理者の資格・配

置・費任，適用される法令や協定，学区とコミュニテイカレッジ・ 4年制大学・ビジネス・他の

諸施設との関係などに関して，これらの事項についてのリストラクチャリングをいかに図るか，

という課題がでてくる。そしてこれらの事項について従来の在り方を修正し，新たなプログラム

を“21世紀学校プログラム"として学校・学区単位で作ることが求められる。

②からは，生徒のドロップアウト率，地s:・州・連邦の標準テスト，学習・教育の進歩を計る

その他の評錨，学校活動への親の参加の程度・種類，生徒の規律，生徒の学習期待，高卒後の進

路の達成度，などの各指標についてその測定法とゴールを明らかにする，という課題がでてくる。

これらもまた学校・学区ごとに作られる“21世紀学校プログラム"の中で具体化される。

組織{機構)

州議会で決定した以上のプログラムの目的(媒介の機能)を実現するためには，それに対応し

た適切な組織や機構が設費されなければならない。“21世紀学校プログラム"は州議会の提唱に

よるプログラムであり，州はフログラムに参加する学校・学区に対しては補助金を出す。またこ
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のプログラムがすべての学校に強制されるわけではない。学校・学芭単位でプログラムへの参加

の可寄は決められる。これは分権・自治の原理と整合する。以上を前提としてこのプログラムの

実施過躍において通常の行政機関・組織以外にどんな組織が設寵されているかそ見る。

① 21st Century Sch∞Is Counc週
“オレゴン21世紀学校プログラム"の補助金を州教育委員会へ申請し，認可されたプログラム

を管理するために，各学誌，各学校に“21世紀学校カウンシlレ"が設寵される。また学区内の2

校以上が申請単位になる場合は，各学校カウンシlレは共同して②に述べる“学区計画委員会"

( district planning committee )を設寵する。 [329.570(1)]

この21世紀学校カウンシルは学校に設聾される。構成は，教師，親，教師以外の学校被用者(以

3者は各選出母体から選ばれる)，校長ないしその代理者，その他にビジネス・リーダー，学生，

コミュニテイ・メンバーを加えることも可能である(これらのメンバーは学校カウンシルが選

出)。会議は公開。学区は学校カウンシルを援助するため対応する学託委員会(district site 

committee)を設置できる。

学校カウンシルの…般的な任務(duties )は， (a)学校スタフの専門性の開発プラン， (b)学校の

教育プログラム(instructional program )の改善， (c)“オレゴン21世紀教育法"にある各種プロ

グラムに関する学校実施プランの開発と調整， (d)学校教職員の専門開発の関する補助金の管理，

などである。 [329.704Lo儲121st Century Sch∞Is Councils; duties; composition; selection;必小
出ctsite committees. ] 

② 学E主計画委員会(District PIanning Committee ) 

この委員会の構成は，学校管浬者(Administrators 校長・副校長，学区教育長など入学区

教育委員会メンバー(sch∞1 boad member )のうち少なくとも一人，教員選出代表，住民代表
3人以上(委員会で選出)，である。その任務は①参照。 [329.570Application; district planning 

committee; eligibility ] 

なお schoolboad memberは，学区教育委員会(“boadof directors of a school district ")の委

員(director )であり，普通5-7人で構成され，学区住民ににより選出される。任期は4年。

[オレゴン教育法Chapter332 : LocaI Administration of Edu出活on参照}

③ Oregon 21st Century Schools Advisory Committee 

“21世紀学校プログラム"の補助金の申請は，学区教育委員会より州教育庁に出される。申請

の認可は，霞接教育庁がするのではなく，このアドヴァイザリー・コミッテイを通す。委員会は

州教育委員会(State Boad of Education )により指名される。委員会は申請受審査し，認可候補

を州教育委員会に推薦する。州教育委員会はこの推薦を尊重し，認可プログラムを決定する。

[329.575， 329.595] 

アドヴァイザリー・コミッテ4のメンバーは，教員(最大15人入学校管理者，学区教育委員

会委員，大学教育学部教員(Edu伺討onsch∞Ha四lty)，教員以外の学校被用者，生徒の競，ピ
ジネス・労働界，その他である。このうち教員以外の各腫からは1人とし，その中には少なくと

も1人以上のマイノリテイが入る。 [329.700]

(2) r学校改革および専門性開発プログラムJ(School Improvement and Professional 0か
velopment program : ORS. 329.675輔745)

機能(プログラムの詩的)
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①プログラムの目的

本プログラムの目的は，以下の諸事項についてその実現を奨励(encourage )ずることにある。

(a) 個々の学校および学区における教育ゴールの開発(development of educational goals ) 

(b) 学校プログラムの評欄および生徒の教育上の進歩に関する評価

(c) 教員の専門性の育成と教職キャリア機会(昇任の機会)の拡大

(d) 専門家としての地位にふさわしい賓任と権威(responsibilities and authority )を教員に与

えることができる職場の再生(restructぽing)

(e) 教授法，カリキュラム，教材，学習評価などの専門的な実践に影響を与えるべく提案され

た諸方策の実行可能性を評価するパイロット・プログラムの開発・調整

などである。 [329.690]

② f教育ゴールjの開発と達成

上記の(a)に言う「教育ゴーjレjは特別の意味をもっo それは，“21世紀学校カウンシlレ"およ

び学監コミュニテイによって作成され，学区教育委員会により採択された教育・学習活動のゴー

jレ(goals for educational performance )をいう。その意関するところは，ゴールを定めることに

より学校とコミュニテイ簡の黄缶(accountability )そより大きくし，学校の教育プログラムの

有効性をより良く評価できるようにし，教員の導門能力の拡充を翻る，という点にある。[329.675]

③二つの「責任j観念

セクション 675と690を見ると，二つの「責任J観念があることに気づく。ひとつは

“accountability" [675]であり，もう一つは“responsibility"[690)であるo そしてセクショ

ン685の第4項をみると，この二つの用語が同時に使用されている。この項は 21世紀学校カウ

ンシルの設置目的を定めている。学校カウンシルの設置により， r学校をベースとする管理と教
育進歩の評価という新しい動きを促進し，教師の新たな昇任の機会を拡接し，学校の職場をリス

トラし，教育関係者により大きな責任(responsibility )と，もう一方ではかれらの説明費任

( accountab磁ty)を増やすJことが求められている。より詳細な検討が必要であるが，ここで

は両者の関係は，教育関係者の“responsibility..を拡張することにより，学校の社会に対する応

答費任(accountability )を強めようとしていることがわかる。つまり前者を強調すると後者が

縮小し，後者を強調すると荊者が縮小するという対立関係としてとらえてはいないことがわかる。

この点は注意してよい。

④教員の専門性の開発

教員の中の有資格者は，専門性の開発機会や職腫(キャリア)の“昇任"機会を受ける。具体

的には，初任教員に対するメンター教姉，教育英習生(student teacher )の指導・監督，大学

の教育学部における段生ないし非常勤講師(adjunct faculty member )，カリキュラム荷発， 21世

紀学校カウンシJレのメンバー，同僚教員の観察・援助プログラムへの参加，サパテイカル休暇の

追加などの多様な機会が与えられる。このような機会を得るためには，教員は21世紀学校カウン

シルに申請し，カウンシlレによる選考を経る。これらに必要な経費は1年単位で支給され，また

職務免除の持聞や補犠を得ることができる。

組織(機構)

この“学校改革"プログラムのために本来設置されたのが，学校・学区レベルでの“オレゴン

21世紀学校カウンシjレ"と州レベルでの“オレゴン21世紀学校アドヴァイザリー・コミッテイ"
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である。

① f21世紀学校カウンシJレJ(21st Century School Council ) 

このカウンシルの構成は既述したので，その一般的な任務を紹介する。 (329.704]

(a) 学校スタッフの専門性育成の開発プランの作成

(b) 学校の教育プログラム(instructional program )の改善
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(c) “オレゴン21世紀教育法"にある各種フログラムの学校における実施計磁の開発と調整

(d) 学校教職員の導門性の開発に梼する補効金の管理

②「オレゴン21世紀学校アドヴァイザリー・コミッテイj

この諮問委員会は前述した“オレゴン21世紀学校プログラム"や，ここで紹介している“学校

改革と専門性開発プログラム"および後述する“初任者教員援助プログラム"に関する州補助金

の申請規制や認定規則および申請プログラムについての認可原案を州教育委員会に提案する権棋

をもっ。その構成については前述した。

(3) r統合教育・訓練開発プログラムJ(Development of Comprehensive εducation and 
Tralnlng program for Indorsements and degrees : ORS. 329.475， 850， 855， 885 ) 

機能(プログラムの関的)

このプログラムにいう“Indorsements..は高校の第3・4学年のCAMの各パスウェイ毎に

取得する職業別資格証明であり，“Degrees..は2年制短大の準学士の学位(associate degree ) 

と4年制大学の学位(baccalaureate degree )を意味する。 CAMのプログラムについては，そ

の基準と規則を州教脊委員会が制定した後で，各学区はCAMの資格を付与するプログラムを作

成しなければならない [329.475]0 しかもこのプログラムは，高卒後の就職・進学施設での継続

教育プログラムと連動し，コミュニテイ・カレッジや専門技術学校や高等教育施設などのカリ

キュラムとの接続を予定している。また厳格なアカデミック科目の基準をも満たすと再時に，

“work-related learning experiences ..を提供する。そのためには地域の各種の教育諸資源

( resourses )を調達しなければならない。以上のごとく，本プログラムは高校で完結するプロ

グラムではなく，就職の場合も含めてその後の継続教育と接続したプログラムである。 [329.475]

したがって本プログラムは，高校後半の 2年間と 2年制・ 4年制大学を通した 2-6年間の

“academic professional technical education ..に関するフログラムである。この間の教育と訓練の

カリキュラムの作成，各職業分野ごとに達成さるべき学習標準の作成 6つの広域キャリア・カ

テゴリーの確認，さらにはキャリア関連の各種学習活動 (Jobshadowing， Workplace mentoring， 

Workplace simulations， School based enterprizes， Structure work experiences， Cooperative work and 

study programs， On-the -job tr泌Iing，Apprenticeship programs， other school-to・workopportunities ) 

などに関する課題解決が求められる。 (329.855]

こうした課題への対応は学区委員会や州教育委員会だけでは不可能である。各行政レベルでの

横の諸機関との協力・連携や行政諸機関各層のタテの協力・連携が不可避となる。

組織(機構)

① “Education and Workforce Policy Advisor"の設置

この機関の前身は， 1991年の OregonWorkforce Quality Act (Oregon Laws， Chapter667 )に

より設置された OregonWorkforce Quality Councilである。その構成は22人であり，そのうち15入
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は以下の各層からの代表である。ピジネス代表(5 )，労働界・コミュニテイ組織(5 )，州議会

( 1 )，地方選出公務員(1)，地方教育界代表(1 )，地方公立学校教員代表(1 )，職業学校関

係者(1 )。これらの代表以外は以下のような州政府機関から出る。知事，経済開発局長(Director 

of Economic Development Department )，教育長(Superintendent of Public Instruction )，人材資

糠局長(Director of the Dep:的 lentof Human Resources )，労働産業局長(Commissioner of the 

Bureau of Labor and Industries )，コミュニテイカレッジ・サーピス局長(Commissioner for 

Community College Services )，州高等教育局長(Chancellor of the State System of回gher

Education ) 0 [Oregon Revised Statutes， 1995 Edition， c. 329， s. 820， Note] 

この機関と上述の法律は1997年に廃止され，それに代わる機関として，オレゴン21世紀教育法

のChapter329，Section850により，上述の“Educationand Workforce Policy Advisor "が設聾さ

れた。 [329.850]

この新しい機関の構成については関連条文が見いだせないので正確には言えないが，従来の機

関とほぼ時様と思われる。問機関の任務は，州の教育庁，コミュニテイカレッジ・サーピス局

(0悠ceof Community College Services )，労働・産業局，経済開発庁，人材資源、庁などと連携し

て，前述した「機能(目的)Jに関連する政策・戦略を提案する。 [329.850，855] 

とくに21世紀教育法により fすべての生徒Jに， r大学，専門技術プログラム，アプレンテイ
スシップ， Work刷basedTr血血g，STWフログラムjなどに必要な成績を保証することが中心的

な課題になっているだけに (329.850)，これらの関連する州機関と教育庁との連携を強化し，そ

の中心に“Educationand Workforce Policy Advisor"を置いたことは，行政の割拠主義を廃し，

教育と現実世界との交流を促進する意味でも重要である。

② “Regional Workforce Committee ..の設置

中央での“Educationand Workforce Policy Advisor"に対応する地方機関として“Regional

Workforce Committee "が設置される。 [329.920]

その任務・昌的で中等教育に関連する事項をあげると以下のごとくである。

(1)より効果的なジョブ・スキルを獲得できるための知識をすべての生徒に教授できるように初

等・中等学校をリストラする。

(2)職業資格を獲得できるところのcomprehensive，professional technical education progr加 1の開

発。そのためには， work刷hasedlearning experiencesの実施，本プログラムの開発・実施へのピ

ジネス・労働界の参加の推進，全生徒を最大可能な限り高卒後継続教育へ接続するプログラムの

提供，その他の施策の実施。

Regio悶 1Workforce Committee は，このような施策や呂的を助成・促進する責任を負うのであっ

て，臨接の実施機関になるわけではない。 [329.915]

(4) “Schoolペ0・WorkTransltlons and Work Experiences program" [329. 885] 

機能(プログラムの冒約)

STWのそデjレ・プログラムは学校と企業が連携し(inpar伽ership)，開発する。州はこの開

発を奨励し援助することに責任そもつ。州教育庁は，そのためのファンドを用意し，学匹や中等

学校，コミュニテイカレッジに配分する。

以上のほか，関連企業がSTWプログラムを作成し， ~ii より補助金を得ることができる。ここ

ではビジネス(企業)が媒介機能を果たすことになる。企業の媒介機能については，企業が州の
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補助金を得るために提示する次のような要件をみるとその具体的な内容がわかる。

(1) STWプログラムや4ンターンシップにおいて比較的少数の職業グループを特定したプロ
グラムを作成(ヘルスケア，ピジネス，ハイテクなど)。

(2) 早い時期に将来のキャリアコースに対する学生の自覚を高め，モデル・プログラムへの参

加を勤長する。

(3) 21世紀教育法のゴールに向けて，ビジネス・学区・コミュニテ4カレッジの連携を強化す

る。

(4) アカデミックスキルや自己確信を助長し，好奇心・忍樹・自尊心などとともに，仕事の場

で成功する力をつける。

(5) ビジネス界で成功するのに必要な態度を強化する多様な経験を与える。

範織(機構)

このプログラムにおける媒介組織は企業である。教育の諸機能を食業が分担することで個別と

普通の媒介機能を企業がはたすことになる。この場合の企業は，個別企業であったり，企業の連

合組織であったり，企業やコミュニテイカレッジ・行政機関のコンソーシアムであったり，文化

諸施設・底療機関であったりする。ここにスクール・ピジネス・パートナーシップが生まれる。

各学校はスクール・トウ・ワークの実施のためのピジネス・パートナーをもち，かっ両者間の鵜

整をはかる coordinatorをもっ。

小結

公共性の原理について媒介の極を中心に検討してきた。なぜなら媒介の極こそが公共性の活動

空間であるからである。ここでは具体的な法の規定から媒介の極を規定する基本原理を抽出する

試みをまず展開した。 9点にわたり抽出したが，体系的な原理として整理するにいたっていない。

この点は今後の課顕としたい。

つぎに媒介の組織と機能について，法に規定している各種の教育計画に関するフ。ログラムを通

して検討した。この方が媒介の機能と組織をクリアに出せると考えたからである。

媒介の組織は偲別と普通の意味内容により当然に異なってくる。その組織は普遍の極と個別の

極の両方から生み出される。

中央行政府(govenunent， dep.紅白nentof educa託on)は普遍の緩の最高の地位にある住民代表

機関(個別の緩により構成されている)から現れ，それに従属し，あくまでも媒介の極にとどま

ることを求められる。普遍の極に位罷しようとする行政は自殺行為である。

これに比して地方公共毘体レベルでの自治体(public body )，自治体職員(public 0館cials)， 

学校(public schools )，教師(public servants )，住民(publics )，親，ビジネス，労働などは個

別の極に依拠する媒介組織である。これにはNPOやNGOなどの組織も重要な役離をはたす。

こうした政府機構や時体・組織・偶人は媒介組織であると同時にそれ特有の機能を果たす。機

能の役割の中心には儲別の極の主体である生徒の自己実現が位置する。媒介機能は個別の自己実

現を援助し支えることにあり，自己実現そのものではない。

以上のような枠組みで教育行政・管理さらにはより京い媒介組織(ビジネス，労働組織，文化

諸組織， NPOその他)とその機能を特定の事例に即して検討することが今後の課題となる。
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第4寧責任性の原理

この責任原理にニつの意味があることは述べた。“responsib出y と“accountability"である。

このニつの概念の差異の検討が課題となる。またこの原理をとりあげるのは，素託原理が媒介組

織の属性であるからである。この点の検討も必要である。以上二つのテーマを念頭におきながら，

オレゴン21世紀教育法に見られるこれらニつの用語の使用の差奥についてまず検討する。

(1 ) “accountability "の使用例

“accountability "または“beacωuntable for "の使用例のいくつかを示す。

(a) It is the intent of the Legislative Assembly to maintain a system of public elementary飢d田con-

dary schools that allows students， parents， teachers， administrators， school district boards滋ldthe 

Sta総 Boardof Education to be acω阻 .tablefo，r the development and improvement of the public 

school system. [329. 025] 

。)In exchange for such t1exibility， teachers， adr凶出回tors，and the public should be held account幽

able to cle紅 andmeasurable standards of student learning卸 d0生heredu回.tionalperfo灯nance.

[329.545， (4)] 

(c)“Educational goals" means a set of goals for edu四tionalperfon瑚nce，… t:0e恥 ouragegreater 

accountability between schools and the community，… [329.675， (2)] 

(めThesta総 shouldenωlurage and assist local school dis凶ctin their e恥rtsto establish school goals 

through a pro田ssthat involves educators滋ldmembers of the community滋ldto develop effective 

tools to measure progress a.伊instthose goals that w遡加α倒 sethe public accountability of education・

al programs. [329.685(2)] 

ここの使用例は，“accountable"の本来の意味であるれある行為について)説明責任があるj

「報告義務があるjという意味で使われている。

“何について"の説明費任かというと， r公立学校システムの発展と改善Jr生徒の学習その他
の教育活動についての測定標準の作成Jr教育ゴーjレの進歩の過程Jr教育プログラムjなどがこ
こでの事例である。いずれも生徒(鋼別)の自己実現の達成状況に関連する事項についての報告

責任・義務であるo

fだれがJその説明責任を負うのか。責任の主体が教師だけではないことに注意したい。事例

の(a)では「生徒，親，教師，学校管理者，学区委員会，州教育委員会Jがあげられている。生捷

を捺くとすべてのメンバー・組織が「媒介の極jの担い手である。生徒の場合も生徒の代表組織

など媒介組織をみずから形成することはあるし，それも当然といえる。それ以外に責任主体とし

てでてくるのは，“出e抑制ic"である(b)。これは学区住民などの「公衆jであるが，むしろ(d)

にいう“membersof the comm継語ty"に近い意味であり，住民を成員とする組織・団体・事業体・

施設である。学校のパートナーとして登場する“thepublic"であるo この場合説明責任の主体

としての“抑泌が'と，説明の対象である“public"とをわける必要がある。

結論的には，説明費任の主体は媒介機能の担い手のすべてである。責任を負う内容は，個別の
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緩をなす生徒の自己実現の充足状況についてである。

(2) ..陣sponsi制lity"について

(心TheDepartment of Education shall be responsible fo，r coordina凶19rese唖rch，pl相対ngand public 

disc時 sionso白紙 activitiesne氾essaryto the implementation of this chaptぽ canbe achleved. 

[329.075， (2)] 

(b) The Department of Education shall be respo惜 iblefor evaluating district proposals acω吋均 to

rules and αiteria established by the Sta総 Boadof Edu儲tion. [329.695， (3)] 

(c) The Department of Education shall be responsible for the regular and ongoing evaluation of prog-

rams under ORS 329.790 to 329.820 and may co直tractfor such evaluation. [329.820] 

(d)百lerestructuring ofめeschool wo汰placeto provide t田.cherswith responsibili出S釦 dauthority 

commensuraぬ withtheir s蜘 sas professionals; [329.690， (1Xd)] 

(e) 百eestab経由nentof 21st Century Schools Councils for the school district釦dfor individual 

schools is desirable to encoura.酔 newinitiatives in schooιbased management and the as間smentof 

edu出tionalprogrモss，to provide new and expanded career oportunities for te叫 lers加dto facilitate 

e働rtsto res位ucturethe school work pla四 toprovide educators with greater responsib泌tywhi¥e in-

α'easing出era∞ountab必ty. [329.685(4)] 
これらの 5事例は(a)-(c)の3っと，さいごのニつに分かれる。前3者は州教育庁の権限に関す

るものであり，後3者は教師・教育関係者の責任についてである。

まず後者から検討する。いずれも学校の再生を課題とし，学校に基礎をおく学校経嘗を推進す

るには，この諜題の達成のために教舗に専門家にふさわしい責任と権威を付与しなければならな

い，というのが趣昌である。専門家として生徒の自己実現を援助できる能力の形成とその使用に

おいて自主的に判断できる条件と活動空摺を教師に与える，という意味での権利と義務の付与で

ある。つまりこの費任には権利と義務が伴う。義務履1Tのための権利の付与といえる。学校の 1)

ストラのためには，説明責任(a出ountability)を果たし得る条件として，教師・教育関係者に

自主的な判断領域を保証し(権利)，問時にその結果についての説明義務を問う，という構歯に

なっている。 responsibilityを前提としない acco冊 tabilityもないし. accountabilityを求められな

いresponsibilityもない，ということか。この場合のresponsib溢tyのベクトルは生徒にのみ向けら

れる。

つぎに前者の使用事例について検討する。これは州の教育行政機関(事務の執行機関)である

教育庁の権限にかかわる。事務の執行機関であるという意味で，規制の制定機関である教育委員

会とは異なる。「教育庁は本法の執行を推進する調整機関(coor曲la鈎19agency )であるjとい

うのが教育庁の基本的な性格である [329.005(2)]。したがって行政機関ではあっても学区委員会

のような学校管理機関とも異なる。そのような鵡整機関としての教育庁が負うべき責任について

の定めである。ではどんな性格の責任原則か。賞任を負うべき内容は「本法の執行に必要な諸活

動が達成できるように，そのために調査を調整し，計画化し，公衆の討論をおこすことjに責任
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を負う。いずれも特徴的な点は「法の執持に責任を負う」ということであり，この糞任は州議会

への責任である。事例の(bXc)はある活動の評価に闘することであるが， (b)は州教育委員会の制定

する規則に従うべきもので，これは州教育委員会への賓{壬である。 (c)は法律に規定するプログラ

ムの絶えざる吟味・評舗であり，これは州議会の立法活動に対する賞任である。こう見てくると，

媒介綴織の中でも学校管理事務ではなく，行政を管理するという意味での行政管理機関の責任は

その対象が立法府・意思形成機関(州議会，州教育委員会)に向けられていることに注意する必

要がある。この点では教師に求められる責任とは異なる。

用語の使用法にこだわると，責任(responsib巡ty)の内容と対象は媒介組織の担い手の違いに

より異なり，黄任の対象は媒介機能が接続する「個別Jと f普遍jのニつの極に向けられること

がわかる。媒介が f僧尉jと「普遍jの両者を統合する機能をもつことからいって，このことは

当然で、あるが，この当然なことが法の条文上にも現れているといってよさそうである。

なおresponsibilityとaαountab泌tyの両者の鱒係については既述した(臨， 2， (2))。

さいごに

小識は，二つのテーマをもっ。

一つは，仮説としての高校改革の 4原則の有効性が，アメリカのオレゴン州、!と連邦法において

検証できるかどうかというテーマである。

第2のテーマは，公共性の 3糠が法律の条文から抽出できるかどうか，できるとしてそのそれ

ぞれの内容は向かというテーマであった。

テーマ自体は単純であるが，関連する法が多数あり，しかも改正過程が激しいので検討対象の

法を限定するのに苦労した。結局1997年度のオレゴン21世紀教育法と連邦のSTWO法だけに限

定せざるを得なかった。 STWを中心としたオレゴン90年代の高校改革を見るにはこれでそのア

ウトラインは追えると考えたからである。

二つのテーマについてはほぼ仮説を検証できたと思う。とはいえ賛任原理と「媒介の極jにつ

いてはなお正確な実証が必要である。また法の執行過程分析は独自のテーマとして必要となるo

これについては別稿に委ねる。

小論は研究ノートという色彩が強い。とはいえ法の条文を対象とするこの作業は最低娘必要で

あるので不十分ではあるが一応のまとめとしたい。 (1998，10， 10) 


